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現在、世界各国において法人税率の引き下げ競争が行われているなか、政府は新

成長戦略で法人実効税率（約 40％）を主要国並に引き下げていくことを掲げており、

日本の企業の競争力強化や雇用の確保などにおいて議論が活発化している。また、社

会保険料の事業主負担も企業の競争力の阻害要因になっているという議論もある。 
そこで帝国データバンクでは、法人課税や実効税率等に対する企業の意識につい

て調査を実施した。調査期間は 2010 年 7 月 20 日～31 日。調査対象は全国 2 万

2,557社で、有効回答企業数は1万1,446社（回答率50.7％）。 
 
法人実効税率、企業の 7 割超が「引き下げるべき」 
 法人課税の実効税率について引き下げの是非を尋ねたところ、「引き下げるべき」

と回答した企業が 1 万 1,446 社中 8,171 社、構成比 71.4％となり、7 割以上の企業

が実効税率の引き下げを求めていた。他方、「引き下げるべきではない」は同 10.4％
（1,190社）で約1割となった。 

 「引き下げるべき」を規模別にみる

と、『大企業』が同 67.1％（1,828
社）だったのに対し、『中小企業』は

同72.7％（6,343 社）と『大企業』を

5.6 ポイント上回り、中小企業で実効

税率引き下げを求める割合が高い（4
ページ参考表①参照）。業界別では、

『不動産』（同 74.9％、203 社）が最

も高く、『運輸・倉庫』（同 74.1％、

317 社）、『卸売』（同 72.5％、2,599
社）、『サービス』（同 72.5％、1,155
社）と内需型産業が続いた。 

実効税率の引き下げにより、64.6％の企業が「企業利益の押し上げ」に期待 

法人課税の実効税率が引き下げられた場合、どのようなことに期待するか尋ねた

ところ、「企業利益の押し上げ」と回答した企業が 1 万 1,446 社中 7,394 社、構成比

64.6％（複数回答、以下同）で最多となった。次いで、「企業の国際競争力の向上」

（同43.9％、5,021社）、「国内景気の上昇」（同41.9％、4,801社）が4割超、「国内

雇用の確保」（同 37.2％、4,256 社）、「企業の海外移転の抑制」（同 31.3％、3,578
社）が3割超で続いた。 

企業からは、「労働者に支払われる原資が増えることで、結果的に消費増加、景気

浮揚につながる可能性がある」（建設、東京都）や「対日投資による景気刺激に意味

がある」（建設、大阪府）といった声のほか、「国際競争力を高めるため、アジア諸国

並に引き下げるべき」（建設、東京都）などを指摘する意見もあった。一方で、「代替

財源が不明確なままでの法人課税引き下げは避けるべき」（食料品製造、神奈川県）

や「もっと景気対策を実

行し、利益を上げてから

の引き下げが望ましい」

（出版、東京都）という

声も挙がった。 

多くの企業が企業利益

の押し上げを期待してい

るものの、法人税の申告

事績で黒字申告割合が 3
割を下回っている（国税庁）なかでは、実効税率の引き下げを有効なものとするため

にも、一刻も早い黒字企業の拡大が必須である。 

法人課税の実効税率等に対する企業の意識調査
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法人実効税率、企業の 7 割超が「引き下げるべき」

～ 実効税率引き下げ分、4割超の企業が人的投資などの「積極投資」に充当 ～ 

引き下げるべき
（71.4％、8,171社）

引き下げるべきではない
（10.4％、1,190社）

※

注1：※は「分からない」企業18.2％（2,085社）

注2：母数は有効回答企業1万1,446社

法人実効税率について 

構成比（％） 回答数（社）

① 企業利益の押し上げ 64.6 7,394
② 企業の国際競争力の向上 43.9 5,021
③ 国内景気の上昇 41.9 4,801
④ 国内雇用の確保 37.2 4,256
⑤ 企業の海外移転の抑制 31.3 3,578
⑥ 対日投資の増加 18.0 2,055
⑦ 企業の国内立地の促進 15.7 1,794
⑧ その他 2.9 330

注：母数は有効回答企業1万1,446社

実効税率の引き下げで期待すること（複数回答） 
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実効税率引き下げ分の使い道、4 割超が積極的な投資に充当 
法人課税の実効税率が引き下げられたとき、引き下げ分をどのようなことに充当

するか、現段階で最も可能性が高い項目を尋ねたところ、1 万1,446 社中2,925 社、

構成比 25.6％が「内部留保」と回答した。4 社に 1 社は実効税率の引き下げ分を社

内にとどめておくという結果となった。次いで、「借入金の返済」（同 16.8％、1,921
社）が 2 番目に多かった。さらに、人的な投資に対しては、「社員に還元（給与や賞

与の増額など）」（同 15.5％、1,774 社）や「人員の増強」（同 8.4％、959 社）とな

り、合わせて 23.9％（2,733 社）と 2 割超になった。一方、「設備投資の増強」（同

12.7％、1,458 社）と「研究開発投資の拡大」（同 5.5％、630 社）を合わせると

18.2％（2,088 社）が資本投資に充当するとした。人的投資と資本投資を合計すると

42.1％（4,821社）が積極的な投資に充当すると考えている。 
 企業からは、「財務体質の改善を優先する」（石油卸売、京都府）や「いまはキャッ

シュフローを増やしておきたい」（建設、福岡県）、「固定費と有利子負債を減らさな

いことには、今後の内需での競争力が弱くなる」（看板製造、岐阜県）など、生き残

りのためにも財務内容を改善し、企業体力の強化に充当するという声が多い。また、

「社員に還元して社内のモチベーションを上げることが、長い目でみて企業の成長、

収益確保につながる」（建設、東京都）といった、これまでの厳しい経済環境下での

賃金抑制に報いたいという意見もあった。さらに、「法人税が下がれば余裕を持って

投資に資金をまわせる」（冷凍水産食品製造、神奈川県）や「技術の進歩は想定以上

に早く、研究開発費を

増やして企業の存続を

図らなければならな

い」（化学品製造卸売、

神奈川県）といった声

も挙がった。 
総じて、実効税率

の引き下げ分は傷んだ

バランスシートの改善

に向けることを最も優

先する企業が多く、さ

らに社員への還元や設

備投資などに充当する

という傾向があった。 

6 割近くの企業が「法人税」の優先的な見直しを求める 

 法人課税のうち最も優先的に見直して欲しい税項目を尋ねたところ、「法人税」が

1 万1,446 社中6,726 社、構成比58.8％となり、6 割近くの企業が法人税の見直しを

求めていた。また、「法人住民税」（同 2.1％、237 社）と「法人事業税」（同 9.7％、

1,108 社）を含めて、実効税率に該当する法人 3 税が同 70.5％（8,071 社）となり、

7 割超の企業が法人課税のなかでも法人実効税率の税項目を見直して欲しいと考えて

いる様子が明らかとなった。 

企業からは、約 6 割を占めた法人税について「税体系の根幹にかかわる税であり、

その引き下げが強いメッセージ性を持つ」（家庭用電気機器卸売、東京都）や「法人

税を見直すことで、法人住民税や法人事業税にも影響がおよぶ」（植物油脂製造、東

京都）といった声のほか、「社会全体の景気浮揚に直接効果がある」（建設、神奈川

県）や「決算書上の利益を上げても法人税のために銀行借り入れが必要となってしま

うことがある」（水産食料品製造、岐阜県）などを指摘する意見も挙がった。 
また、「法人住民税の均等割が高い」（集積回路製造、神奈川県）や「法人事業税

の外形標準課税は非常に負担が大きい」（かばん・袋物小売、東京都）、「固定資産税

は経営状態の善し悪しにかかわらず徴収されるため、資金繰りがひっ迫しているとき

は特にダメージが大きい」

（水産練製品製造、鹿児島

県）など、利益の有無にかか

わらず課税される税に対して

特に強い痛税感を抱いている

企業は多い。 

企業はさまざまな税項目を

見直して欲しいと考えている

なかで、「法人課税の種類が

多く、事業計画などを複雑に

している」（家具・建具卸売、

千葉県）という声も多くあり、

企業が納得して納税するため

にも、事業に関わる税体系をシンプルな形に再構築することが必要である。 
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積極投資
42.1％（4,821社）

人的投資
23.9％（2,733社）

資本投資
18.2％（2,088社）

引き下げ分を充当する項目 

※

注1：「その他」の内訳は、事業所税（3.5％、401社）、固定資産税（8.6％、
　　　982社）、都市計画税（0.5％、61社）、その他（0.9％、99社）
注2：※は「分からない」企業16.0％（1,832社）
注3：母数は有効回答企業1万1,446社

法人税
58.8％

法人住民税
2.1％

法人事業税
9.7％

法人３税
（70.5％、8,071社）

法人税
　58.8％（6,726社）
法人住民税
　 2.1％（237社）
法人事業税
　 9.7％（1,108社）

その他
13.5％

も優先的に見直して欲しい税項目 
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法人課税の高負担や社会保険料負担の増大、4 社に 3 社が「競争力に影響」 

「法人課税」の高負担が継続する場合、企業の競争力に与える影響について尋ね

たところ、1 万 1,446 社中 2,989 社、構成比 26.1％の企業が「競争力に深刻な影響

を与える」と回答した。「競争力にある程度はマイナスの影響を与える」（同 46.3％、

5,296 社）と合わせると、72.4％（8,285 社）の企業で高い法人課税が企業の競争力

に影響を与えることを懸念している。とりわけ、「競争力に深刻な影響を与える」で

は『小規模企業』が同 28.8％（699 社）と 3 割近くに達しており、『大企業』（同

21.3％、580社）を7.5ポイント上回った（4ページ参考表②参照）。 
一方、「社会保険料」負担が増大する場合では、「競争力に深刻な影響を与える」は

同 28.6％（3,277 社）となり、「競争力にある程度はマイナスの影響を与える」（同

44.7％、5,113 社）と合わせると、73.3％（8,390 社）が社会保険料負担の増大が企

業の競争力に影響を与えると考えている。 
総じて、企業

の競争力に与える

影響として、法人

課税と社会保険料

とで大きな違いを

見出すことはでき

ない。したがって、

企業は競争力への

影響について、高

い法人課税の継続

と社会保険料負担

の増大とを区別し

ないで捉えている様子がうかがえる。 
 

法人課税の高負担、「賃金・雇用調整」や「設備投資の抑制」で対応、 

社会保険料負担の増大では「賃金・雇用調整」で対応する企業が半数超 

企業の公的負担に対して中長期的にもっとも考えられる対応策を尋ねたところ、

「賃金・雇用調整で対応」すると回答した企業は、「法人課税」の高負担が継続する

場合で1 万1,446 社中3,032 社、構成比26.5％、「社会保険料」負担が増大する場合

で同52.1％（5,968 社）となり、いずれの場合においても賃金や雇用調整で対応する

という企業が最多となった。特に、「社会保険料」負担の増大の場合には半数超の企

業が挙げており、今後も続く社会保険料負担の増大は賃金や雇用の抑制要因となる懸

念が示唆される。また、「設備投資抑制で対応」（「法人課税」の高負担継続と「社会

保険料」負担の増大でそれぞれ、同 17.0％（1,947 社）、同 4.8％（544 社））、「海外

移転・部門の拡大で対応」（同 6.4％（729 社）、同 2.4％（276 社））、「価格引き上げ

で対応」（同 5.2％（599 社）、同 3.3％（381 社））となっており、いずれも社会保険

料負担の増大よりも法人課税の高負担の継続への対応策とする割合が高かった。法人

課税の高負担は社会保険料負担より広い分野に影響を与える可能性がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
厚生年金の保険料は 2017 年まで引き上げられていき、企業の社会保険料負担も増

大していくことになっている。このような社会保険料負担の増大に対して、中長期的

に賃金や雇用調整で対応する企業が 5 割を超えていることからも、所得・雇用環境

の改善にとって抑制要因として働く可能性が高い。また、法人課税の高負担の継続は、

賃金・雇用調整だけでなく設備投資の抑制で乗り切ろうとする誘因になっている。実

効税率が現行の 40％から 7.5％分引き下げられたときに民間企業設備投資の伸び率

が 0.4～0.7％pt 引き上げられるとの試算もあるなかで（TDB マクロ経済見通しよ

り）、法人実効税率の引き下げは税体系全体と合わせて今後の成長戦略として早急に

検討されなければならない。 

52.1％
（5,968社）
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（544社）
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公的負担に対する中長期的な対応策 
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公的負担が企業の競争力に与える影響 
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【参考①】法人実効税率の引き下げの是非 ～ 規模・業界別 ～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考②】企業の公的負担が競争力に与える影響 ～ 規模・業界別 ～ 
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＜法人課税の高負担が継続する場合＞ （構成比％、カッコ内社数）

競争力に深刻
な影響を与え

る

競争力にある
程度はマイナ
スの影響を与

える
72.4 (8,285) 26.1 (2,989) 46.3 (5,296) 11.0 (1,259) 16.6 (1,902) 100.0 (11,446)
69.8 (1,902) 21.3 (580) 48.5 (1,322) 11.9 (323) 18.3 (498) 100.0 (2,723)
73.2 (6,383) 27.6 (2,409) 45.6 (3,974) 10.7 (936) 16.1 (1,404) 100.0 (8,723)

小規模企業 70.6 (1,716) 28.8 (699) 41.8 (1,017) 10.5 (256) 18.9 (459) 100.0 (2,431)
77.8 (35) 22.2 (10) 55.6 (25) 8.9 (4) 13.3 (6) 100.0 (45)
53.4 (79) 12.8 (19) 40.5 (60) 11.5 (17) 35.1 (52) 100.0 (148)
68.5 (1,092) 25.8 (411) 42.7 (681) 12.5 (199) 19.0 (302) 100.0 (1,593)
72.0 (195) 28.4 (77) 43.5 (118) 11.8 (32) 16.2 (44) 100.0 (271)
75.6 (2,453) 27.2 (884) 48.4 (1,569) 9.4 (304) 15.0 (488) 100.0 (3,245)
71.8 (2,574) 25.0 (897) 46.8 (1,677) 11.4 (408) 16.8 (604) 100.0 (3,586)
72.1 (354) 23.0 (113) 49.1 (241) 10.6 (52) 17.3 (85) 100.0 (491)
73.4 (314) 27.8 (119) 45.6 (195) 8.6 (37) 18.0 (77) 100.0 (428)
72.9 (1,162) 28.0 (446) 44.9 (716) 12.8 (204) 14.3 (228) 100.0 (1,594)
59.4 (19) 28.1 (9) 31.3 (10) 3.1 (1) 37.5 (12) 100.0 (32)

競争力に影響
を与える

競争力には影
響しない

分からない 合計

その他

卸売
小売

運輸・倉庫
サービス

金融
建設

不動産
製造

全体

大企業
中小企業

農・林・水産

＜社会保険料負担が増大する場合＞ （構成比％、カッコ内社数）

競争力に深刻
な影響を与え

る

競争力にある
程度はマイナ
スの影響を与

える
73.3 (8,390) 28.6 (3,277) 44.7 (5,113) 10.0 (1,143) 16.7 (1,913) 100.0 (11,446)
70.4 (1,917) 21.3 (580) 49.1 (1,337) 11.0 (300) 18.6 (506) 100.0 (2,723)
74.2 (6,473) 30.9 (2,697) 43.3 (3,776) 9.7 (843) 16.1 (1,407) 100.0 (8,723)

小規模企業 72.9 (1,772) 33.4 (812) 39.5 (960) 9.0 (220) 18.1 (439) 100.0 (2,431)
75.6 (34) 31.1 (14) 44.4 (20) 8.9 (4) 15.6 (7) 100.0 (45)
54.7 (81) 16.9 (25) 37.8 (56) 8.8 (13) 36.5 (54) 100.0 (148)
72.9 (1,161) 29.3 (467) 43.6 (694) 10.0 (159) 17.1 (273) 100.0 (1,593)
68.6 (186) 25.5 (69) 43.2 (117) 12.5 (34) 18.8 (51) 100.0 (271)
75.6 (2,454) 29.7 (965) 45.9 (1,489) 8.6 (280) 15.7 (511) 100.0 (3,245)
71.7 (2,570) 25.3 (908) 46.3 (1,662) 10.9 (391) 17.4 (625) 100.0 (3,586)
72.1 (354) 29.7 (146) 42.4 (208) 10.8 (53) 17.1 (84) 100.0 (491)
76.2 (326) 36.0 (154) 40.2 (172) 6.3 (27) 17.5 (75) 100.0 (428)
75.1 (1,197) 32.6 (519) 42.5 (678) 11.3 (180) 13.6 (217) 100.0 (1,594)
62.5 (20) 21.9 (7) 40.6 (13) 3.1 (1) 34.4 (11) 100.0 (32)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す

注2：母数は、有効回答企業1万1,446社

競争力に影響
を与える

競争力には影
響しない

分からない 合計

その他

卸売
小売

運輸・倉庫
サービス

金融
建設

不動産
製造

全体

大企業
中小企業

農・林・水産

（構成比％、カッコ内社数）

合計

71.4 (8,171) 10.4 (1,190) 18.2 (2,085) 100.0 (11,446)

67.1 (1,828) 11.0 (299) 21.9 (596) 100.0 (2,723)

72.7 (6,343) 10.2 (891) 17.1 (1,489) 100.0 (8,723)

小規模企業 72.4 (1,760) 10.0 (244) 17.6 (427) 100.0 (2,431)

71.1 (32) 15.6 (7) 13.3 (6) 100.0 (45)

48.0 (71) 14.9 (22) 37.2 (55) 100.0 (148)

68.4 (1,090) 11.9 (190) 19.6 (313) 100.0 (1,593)

74.9 (203) 11.1 (30) 14.0 (38) 100.0 (271)

72.4 (2,350) 9.8 (317) 17.8 (578) 100.0 (3,245)

72.5 (2,599) 9.7 (347) 17.8 (640) 100.0 (3,586)

67.6 (332) 10.6 (52) 21.8 (107) 100.0 (491)

74.1 (317) 7.5 (32) 18.5 (79) 100.0 (428)

72.5 (1,155) 11.5 (184) 16.0 (255) 100.0 (1,594)

43.8 (14) 21.9 (7) 34.4 (11) 100.0 (32)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す

注2：母数は、有効回答企業1万1,446社

小売

運輸・倉庫

サービス

その他

建設

不動産

製造

卸売

大企業

中小企業

農・林・水産

金融

（法人課税の
税率は）引き
下げるべき

引き下げる
べきではない

分からない

全体
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